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甲 標目 作成 作成
立証趣旨

号証 （写／原本） 名義人 年月日
31 意見書（原本） 広島大学 2021年9月 憲法14条1項の規範として、 文字

（憲法学） 19 H 通りの「差別の禁止」が求められて
新井誠教授 おり、広範な業種が給付対象とされ

る本給付事業において、法外の現象
を理由に当該業種のみ同等の扱い
をしないことになれば、それは特定
業種に係る人々が、国家から個人と
しての立場を軽視されたことによ

り「地位のレベルでの格下げ」がも

たらされたという現象を示すに他
ならず、憲法14条1項に抵触する
こと、また、政府言論の結果、国民

による当該業種に対する レッテル

貼りを助長し、職業感に貴賤がある
ことを国が 結果的に承認する契機
となりかねないこと自体が、憲法が

求め る差別 禁止に反するのであっ

て違憲であること、そもそも一定の

給付制度の導入にあたって給付除
外措置対象者を設ける場合に は、そ

れが当該給付制度の根本的目的と
適合的でなければならないこと等。

以 上

2
 

https://www.call4.jp/file/pdf/202109/7a0d34e8a509464c491d479252fa571b.pdf

